
東
日
本
震
災
か

ら

年
半
を
迎
え

4
ま
し
た
が
、
被
災

者
の
生
活
再
建
の

遅
れ
は
依
然
深
刻

で
す
。
被
災
地
の

現
状
を
知
っ
て
も

月

日
か
ら

日
連

と
撤
回
！
」
と
力
強
く
声
を

ら
い
、
と
も
に
行

9

16

4

続
、
毎
夕

人
規
模
で
の
開

上
げ
ま
し
た
。
集
会
の
終
わ

動
を
起
こ
す
契
機

700

催
と
な
っ
た
「
戦
争
法
案
廃

り
に
、
参
加
者
一
同
で
抗
議

に
、
福
島
の
現
状

案
！
安
倍
政
権
退
陣
！
な
が

の
決
議
を
し
ま
し
た(

決
議

を
知
る
と
り
く
み

さ
き
集
会
」
（
主
催
：
憲
法

文
は
下
に)

。
高
教
組
か
ら

が
今
年
も
実
施
さ

改
悪
阻
止
長
崎
県
共
同
セ
ン

は
、
連
日

人
前
後
が
参
加

れ
ま
す
。
長
崎
か

10

タ
ー
、
戦
争
へ
の
道
を
許
さ

し
ま
し
た
。

ら

人
参
加
し
ま

1

な
い
！
な
が
さ
き
１
０
０
１

国
会
包
囲
行
動
に
は
、

す
。
希
望
さ
れ
る

17

人
委
員
会
、
Ｎ-

Ｄ
Ｏ
Ｖ
Ｅ
）

日
に
佐
工
分
会
の
野
田
さ

方
は
、
本
部
に
至

は
、

日
は
同
日
未
明
の
法

ん
、
本
部
寺
田
、

日
に
本

急
連
絡
く
だ
さ

19

18

案
強
行
採
決
に
厳
重
に
抗
議

部
小
田
が
参
加
し
ま
し
た
。

い
。
若
い
教
職
員

す
る
集
会
と
な
り
、

人
以

国
会
前
に
集
ま
っ
た
若
者
、

の
参
加
を
期
待
し

750

上
が
長
崎
駅
前
高
架
広
場
に

マ
マ
さ
ん
、
学
者
、
国
会
議

ま
す
。

集
う
中
で
、｢

言
う
こ
と
聞

員
等
、
平
和
を
求
め
る
人
々

○

月

日(

日)

11

15

か
せ
る
番
だ
俺
た
ち
が
！｣

と
共
に
、
歴
史
的
な
愚
挙
「
戦

○
福
島
駅
か
ら
貸

｢

絶
対
こ
こ
か
ら
押
し
返

争
法
案
」
成
立
阻
止
の
た
め

し
切
り
バ
ス
で

す
！｣

｢

違
憲
の
法
律
さ
っ
さ

声
を
上
げ
て
き
ま
し
た
。

現
地
見
学

＜教職員の皆さんによびかけます＞
「戦争法案」の強行採決は終わりではなく、国民一人
ひとりが政治を見直し、「民主主義とはなんだ」と考え、
主権者を育てる教職員のあり方を改めて考え、行動に
移すべきスタートです

2015年9月24日

長崎県高等学校教職員組合 執行委員会

安倍政権は9月19日未明、「国際平和支援法案」と10本の法律を一

括改正する「平和安全法制整備法案」の2法案（以下、「戦争法案」）

を参議院本会議で強行採決しました。「法案は憲法違反」の指摘が

相次ぎ、6割以上の国民が「今国会での成立に反対」の意志を示し

ている中での暴挙です。

日本はアジア・太平洋戦争の惨禍の経験をもとに、世界に誇る平

和憲法を制定し、平和を願う国民の粘り強い運動と9条の力によっ

て戦後70年間「戦争をしない国」として、世界の国々から信望を集

めてきました。戦後の日本の教職員は、戦前戦中の教育が侵略戦争

であるアジア・太平洋戦争に子どもたちをかりたてたという苦い反

省をもとに、「教え子を再び戦場に送るな」のスローガンを確立し、

大切にしてきました。自衛隊は海外で人を殺すことも、殺されるこ

ともなく、近年特に災害救助での活躍で国民からの信頼を高めてき

ました。自衛隊に就職を希望する生徒たちに対して、私たち教職員

は平和憲法の枠内の自衛隊への就職として送り出してきました。し

かし、「戦争法」の発動は、日本の国民が 70 年守り続けてきた平

和を投げ捨て、「戦争する国」に国のあり方を変えてしまうことに

つながります。私たち教職員は、子どもたちの未来を閉ざす「戦争

法」を絶対に認めることはできません。

安倍政権は、特定秘密保護法、集団的自衛権行使容認の閣議決定、

「裏口入学」と批判された96条改正案、「消費税増税先送り」とア

ベノミクスに焦点化し「戦争法案」の争点を隠し全有権者の2割に

満たない支持率にもかかわらず自民公明与党で約7割の議席を獲得

した12月総選挙、そして今回「戦争法案」を強行採決しました。「戦

争法案」への反対の声は、多くの憲法学者が指摘している憲法違反

の問題だけでなく、国会審議における説明不足や答弁の整合性の破

綻、論理性の破綻などを無視する絶対多数を笠に着た安倍政権の数

の論理に対しての国民の本能的な嫌悪感の表れです。人類が築き上

げてきた立憲主義を否定し、民主主義をないがしろにする安倍政権

への国民の怒りの声です。政治に対する不信感はますます深まって

きています。

6月からの国会前の座り込み、包囲行動に長崎高教組からのべ40

人近くの教職員が参加しました。県内各地での集会にものべ200人

を超える教職員が参加しました。国会前でのシールズや浜町鉄橋や

駅前高架広場での集会でのN-DOVEのトーク、シュプレヒコールなど

若者の活動には感動しました。新しい動きを感じています。「戦争

法案」は採決されましたが、これで終わりではありません。「戦争

法案」阻止のとりくみの中で広げ、深めてきた世代、立場を超えた

共同の力によって、憲法違反の「戦争法」の発動を許さず、ただち

に廃止することを求める運動に続けていきましょう。

今、県内の学校現場の状況を見れば、高校生の政治活動を禁止し

た1969年のいわゆる「69通達」や教育基本法第14条第２項の「教育

の政治的中立」等を口実にした教職員の管理統制政策の影響を受け

て、教職員の自己規制が強まり、政治に関して発言をしない、行動

をしない傾向がみられます。しかし、今国会で18才選挙権が成立し、

来年7月の参議院選挙から一部高校生の選挙参加が始まります。そ

れにともなって「69通知」も見直されます。

18才を迎える若者たちに直接関わる教職員として主権者教育は大

切な課題です。子どもにとって身になる主権者教育を行うためには、

教職員自身が主権者としての意識をあらためて確認し、政治に対し

て真摯に考え行動することが大切です。教科書等の解説だけでは、

主権者として政治に参加する意義を子どもたちに十分に伝えること

はできません。教職員自身が主権者として積極的に政治に参加する

中で、真の主権者を育てていきましょう。

「戦争法」の強行可決・成立に強く抗議する
昨年7月の集団的自衛権の行使を容認する閣議決定にもとづき、

政府が提案した安全保障法制に関する2法案、いわゆる「戦争法案」

の国会審議が大詰めを迎えていたが、自民・公明の与党は、9月17

日の参議院特別委員会の強行採決に続いて本日未明の参議院本会議

においても可決を強行し、成立させた。被爆地ナガサキから強い憤

りを持って抗議する。

「平和安全法制整備法」は、武力攻撃事態法や周辺事態法、PKO

協力法、自衛隊法など10本の法改正を一括した法で、「存立危機事

態」と武力行使の「新三要件」により、わが国が直接攻撃を受けて

いなくても他国防衛のために自衛隊を出動させるものである。また、

「国際平和支援法」は、海外での自衛隊の支援活動を定めたもので、

海外派遣に関する個別立法措置を恒久法にし、いつでも、どこへで

も自衛隊を派遣できる体制整備と外国軍隊との武力行使の一体化を

生じさせる内容が盛り込まれている。

いずれも、戦後70年間、日本国憲法のもとで、わが国が貫いてき

た海外で武力行使をしないという原則を大きく転換するとともに、

さまざまな「事態」への対応を政府に白紙委任する問題をはらんで

いる。立憲主義を無視し、戦争放棄をうたった憲法違反の法整備で

あり、断じて容認できない。

これらの法については、各種世論調査でも6割を超える人々が反

対し、多くの憲法学者や法曹、歴代の内閣法制局長官、そして最高

裁判所長官もこれらの法について憲法違反であると指摘している。

ナガサキは70年前に原爆被爆の惨禍を受け、いまでも多くの被爆

者が原爆後遺障害で苦しめられている。8月9日の平和祈念式典にお

いては、被爆者代表や長崎市長が法案について強い懸念を訴え、慎

重な審議を求めた。政府・与党は「戦争さえなかったら」という被

爆者の叫びや、「憲法を守れ」という多くの市民の声に、ついに耳

を傾けることはなかった。

憲法の平和主義、専守防衛の原則を堅持した安全保障政策からの

転換によって国際社会における日本の立ち位置が大きく変わること

になる。

私たちは、安倍政権が市民の声に耳を傾けず、強行を重ねたこと

を忘れない。引き続き、戦争ができる国への道を許さず、自由と民

主主義を守るため、安倍政権の暴走と闘い続けることを決議する。

2015年9月19日

「戦争立法」撤回！安倍政権退陣！ながさき集会 参加者一同

原発事故から4年 福島を見る・歩く・考える
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2015「教育のつどい」 ｉｎ 宮城 に参加して その２

場
所
が
語
る
意
味

今
回
、
仙
台
で
の
「
教
育
の
つ

ど
い
」
に
参
加
さ
せ
て
い
た
だ
き

ま
し
た
。
こ
れ
ま
で
、
進
路
指
導

の
中
で
い
ろ
い
ろ
な
小
論
文
の
資

料
を
読
み
な
が
ら
、
福
島
の
原
子

力
発
電
所
で
生
産
さ
れ
た
電
力
の

ほ
と
ん
ど
が
、
首
都
圏
に
供
給
さ

れ
て
い
る
こ
と
を
知
り
ま
し
た
。

初
日
に
報
道
特
集
の
キ
ャ
ス
タ

ー
で
あ
る
金
平
さ
ん
の
講
演
が
あ

り
ま
し
た
。
そ
の
中
で
筑
紫
哲
也

さ
ん
の
こ
と
に
言
及
さ
れ
、
過
去

の
映
像
も
流
さ
れ
ま
し
た
。
私
も

Ｎ
Ｅ
Ｗ
Ｓ

の
多
事
争
論
で
い
つ

23

だ
っ
た
か
筑
紫
さ
ん
が
、
自
ら
が

冒
さ
れ
た
癌
の
こ
と
に
つ
い
て
話

さ
れ
た
の
を
思
い
出
し
ま
し
た
。

筑
紫
さ
ん
は
、
体
の
中
心
に
巣

く
っ
た
癌
が
栄
養
分
を
取
っ
て
し

ま
い
、
末
端
に
行
き
渡
ら
な
く
な

り
死
に
至
る
の
だ
と
述
べ
て
い
ら

っ
し
ゃ
い
ま
し
た
。
そ
し
て
、
こ

の
国
は
癌
に
冒
さ
れ
て
い
る
と
い

う
こ
と
に
も
言
及
し
て
い
た
よ
う

に
記
憶
し
て
い
ま
す
。
仙
台
で
被

災
さ
れ
た
小
学
校
の
先
生
の
話
の

な
か
で
、
仙
台
か
ら
発
信
で
き
る

教
育
を
模
索
し
て
い
こ
う
と
い
う

お
話
が
あ
り
ま
し
た
。
こ
れ
も
中

央
に
頼
る
の
で
は
な
く
、
被
災
を

機
に
自
ら
の
土
地
に
根
ざ
し
た
教

育
を
め
ざ
す
の
だ
と
い
う
主
張
が

な
さ
れ
て
い
ま
し
た
。
こ
の
数
日

間
の
「
教
育
の
つ
ど
い
」
が
ど
う

し
て
仙
台
で
行
わ
れ
た
の
か
。
そ

の
意
味
を
じ
っ
く
り
考
え
る
こ
と

が
で
き
た
よ
う
に
思
い
ま
す
。

「
つ
ど
い
」
で
学
ん
だ
こ
と

初
日
に
は
も
う
一
つ
、
主
権
者

意
識
に
関
す
る
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
参

加
し
ま
し
た
。

歳
に
選
挙
権
が

18

認
め
ら
れ
、
一
部
の
高
校
生
に
も

選
挙
権
が
認
め
ら
れ
る
よ
う
に
な

る
の
で
、
主
権
者
意
識
を
ど
の
よ

う
に
持
た
せ
る
べ
き
か
の
討
論
に

参
加
し
ま
し
た
。

二
日
目
と
三
日
目
は
、
国
語
の

分
科
会
に
参
加
し
ま
し
た
。
京
都

東
山
高
等
学
校
の
九
野
里
先
生
の

授
業
実
践
が
、
フ
ォ
ー
ラ
ム
の
討

議
の
内
容
と
重
な
る
よ
う
に
思
え

ま
し
た
。
そ
れ
は
、
「
原
子
の
火

と
も
る
」
と
い
う
か
つ
て
国
語
の

教
科
書
に
掲
載
さ
れ
て
い
た
文
章

を
も
と
に
し
た
授
業
実
践
で
し

た
。
「
原
子
の
火
と
も
る
」
は
、

原
子
力
発
電
所
建
設
推
進
と
い
う

方
向
性
を
持
っ
て
書
か
れ
た
文
章

で
す
。
あ
え
て
そ
れ
を
そ
れ
を
読

み
、
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ

っ
て
実
質
的
に
破
綻
し
て
い
る
そ

の
「
安
全
性
」
の
神
話
に
つ
い
て
、

批
判
的
に
考
察
す
る
も
の
で
す
。

こ
う
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
生
徒

た
ち
は
メ
デ
ィ
ア
に
対
す
る
リ
テ

ラ
シ
ー
が
身
に
つ
く
よ
う
に
思
い

ま
し
た
。
さ
ま
ざ
ま
な
情
報
を
漫

然
と
受
け
取
る
の
で
は
な
く
、
あ

る
程
度
批
判
的
な
視
座
を
持
ち
な

が
ら
、
自
ら
の
考
え
を
形
成
す
る
。

そ
う
い
っ
た
姿
勢
が
身
に
つ
く
の

で
は
な
い
か
と
思
う
よ
う
に
な
り

ま
し
た
。

国
語
の
分
科
会
で
は
、
与
え
ら

れ
た
こ
と
を
た
だ
教
え
る
の
で
は

な
く
、
こ
れ
か
ら
の
生
徒
た
ち
に

必
要
と
さ
れ
る
力
と
は
何
か
、
生

徒
の
置
か
れ
た
状
況
を
自
ら
の
視

野
に
入
れ
な
が
ら
、
日
々
の
教
育

活
動
に
携
わ
る
必
要
が
あ
る
と
反

省
さ
せ
ら
れ
た
数
日
間
で
し
た
。

勉
強
に
な
り
ま
し
た
。
今
回
の
「
教

育
の
つ
ど
い
」
に
参
加
さ
せ
て
く

だ
さ
り
、
お
世
話
を
く
だ
さ
っ
た

た
く
さ
ん
の
方
々
に
感
謝
を
し
な

が
ら
、
こ
れ
か
ら
の
教
育
活
動
に

努
め
た
い
と
思
っ
て
い
ま
す
。

与
え
ら
れ
た
こ
と
を
た
だ
教
え
る
の
で
は
な
く

猶
興
館
分
会

鈴
木
琢
也

東
松
島
市
の
被
災
地
を
訪
れ
て

小
浜
分
会

寺
田

杉

「
つ
ど
い
」
が
終
わ
り
、
翌
日

の

日
、
東
松
島
市
の
被
災
地
、

19
東
名(

と
う
な)

と
野
蒜(

の
び
る)

を
訪
れ
ま
し
た
。
仙
台
市
か
ら
Ｊ

Ｒ
仙
石
線
、
各
停
で
約

時
間
、

1

日
本
三
大
景
観
の
ひ
と
つ
松
島
か

ら

駅
の
と
こ
ろ
に
あ
り
ま
す
。

6
・

の
あ
の
日
、

ｍ
を
超

3

11

10

え
る
津
波
が
こ
の
地
を
襲
い
ま
し

た
。
海
岸
は
防
波
堤
な
ど
復
旧
工

事
が
進
め
ら
れ
工
事
関
係
車
両
が

ひ
っ
き
り
な
し
に
国
道
を
走
っ
て

い
ま
し
た
が
、
そ
れ
以
外
の
人
、

車
は
あ
ま
り
見
か
け
ら
れ
ま
せ

ん
。
あ
の
日
、
津
波
が
押
し
寄
せ

て
き
た
と
思
わ
れ
る
場
所
に
立

ち
、
野
蒜
駅
舎
方
面
を
振
り
返
っ

て
眺
め
る
と
、
以
前
は
人
の
生
活

が
あ
っ
た
と
思
わ
れ
る
場
所
は
深

い
草
で
覆
わ
れ
、
工
事
関
係
の
プ

レ
ハ
ブ
事
務
所
だ
け
が
い
く
つ
か

あ
る
だ
け
で
す
。
住
民
の
一
部
は

そ
の
地
に
住
宅
を
再
建
し
た
人
も

い
る
よ
う
で
す
が
、
高
台
に
移
転

し
た
人
も
多
い
そ
う
で
す
。

ま
た
小
学
校
か
中
学
校
か
わ
か

り
ま
せ
ん
が
、
今
で
は
他
の
目

的
で
使
わ
れ
て
い
る
よ
う
で
し

た
。

年
が
経
ち
、
復
旧
や
復

4

興
が
進
ん
で
い
る
よ
う
で
す
が
、

草
地
の
中
に
朽
ち
果
て
た
家
屋

や
今
で
は
使
わ
れ
て
い
な
い
野

蒜
駅
舎
に
、

・

の
あ
の
日

3

11

こ
の
地
で
起
き
た
こ
と
を
想
像

し
、
そ
の

後
の
日
本

の
社
会
の

あ
り
方
を

深
く
考
え

帰
路
に
つ

き
ま
し
た
。

長崎県労連

第28回定期大会 9月13日 諫早市

単
産･

単
組

3

6

か
ら

人
の
代
議

68

員
が
参
加
し
ま
し

た
。
大
会
で
は
、

の
べ

人
の
代
議

19

員
が
討
論
に
参
加

し
、
改
憲
と
戦
争

す
る
国
づ
く
り
を

阻
止
す
る
た
た
か

い
、
憲
法
を
い
か

し
、
安
全
・
安
心

社
会
を
め
ざ
す
全

労
連
大
運
動
と
り

く
み
、
社
会
的
影

響
力
の
あ
る
組
織
づ
く
り
に
挑
戦

す
る
組
織
拡
大
の
と
り
く
み
を
柱

と
す
る

年
度
の
運
動
方
針
が
決
定

15

さ
れ
ま
し
た
。

高
教
組
か
ら
は

人
の
代
議
員
が

6

参
加
し
、
討
論
で
は
、
寺
田
書
記
次

長
が
、

歳
選
挙
権
と
の
関
わ
り
で

18

教
職
員
の
政
治
的
中
立
性
を
理
由
に

教
育
へ
の
不
当
な
圧
力
が
か
け
ら
れ

る
危
険
性
に
ふ
れ
、
そ
う
し
た
政
治

的
圧
力
に
反
対
す
る
と
り
く
み
へ
の

協
力
を
よ
び
か
け
ま
し
た
。

大
会
で
は
、
役
員
の
改
選
も
行
わ

れ
、
大
場
雅
信
前
高
教
組
委
員
長
が

議
長
に
、
馬
場
隆
高
教
組
書
記
長
が

幹
事
に
再
選
さ
れ
ま
し
た
。

ま
た
、
戦
争
法
案
の
強
行
採
決
が

迫
っ
て
い
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
る
情

勢
で
開
か
れ
た

こ

の

大

会

で

は
、
昼
休
み
に

参
加
者
全
員
が

参
加
し
て
、
会

場
近
く
の
国
道

で
宣
伝
行
動
を

行
い
、｢

強
行

採
決
は
許
さ
な

い｣
｢

世
論
を
無

視
す
る
安
倍
政

権

は

退

陣

せ

よ｣

と
ア
ピ
ー

ル
し
ま
し
た
。

長崎県公務共闘 県人事委員会交渉

人事評価の賃金リンクについて
「職員が納得しなければ何のためにもならない」（人事委員会）

高
教
組
が
事
務
局
を
担
っ
て
い

る
長
崎
県
公
務
共
闘
は
、

月
上

10

旬
に
予
想
さ
れ
る
県
人
事
委
員
会

の
勧
告
に
向
け
て
、
夏
季
重
点
要

求
書
を

月

日
に
人
事
委
員
会

9

7

に
提
出
し
、

日
に
交
渉
を
行
い

15

ま
し
た
。
交
渉
に
は
、
公
務
共
闘

か
ら
里
議
長(

長
崎
自
治
労
連
委

員
長)

、
馬
場
事
務
局
長(

高
教
組

書
記
長)

、
小
田
高
教
組
委
員
長
、

他

人
が
参
加
し
、
人
事
委
員
会

2
は
大
串
事
務
局
長
、
他

人
が
対

3

応
し
ま
し
た
。

交
渉
の
冒
頭
、
大
串
事
務
局
長

が
公
務
共
闘
の
要
求
書
に
対
す
る

基
本
的
な
回
答
と
し
て
、｢

人
事

委
員
会
勧
告
制
度
が
公
務
員
の
労

働
基
本
権
制
約
の
代
償
措
置
と
し

て
重
要
な
役
割
を
担
っ
て
い
る
こ

と
は
十
分
に
承
知
し
て
い
る｣

｢

本

日
出
さ
れ
た
要
求
や
意
見
に
つ
い

て
は
人
事
委
員
に
き
ち
ん
と
伝
え

る｣

と
述
べ
ま
し
た
。
こ
れ
に
対

し
て
里
議
長
は
、｢

近
年
の
人
事

院
・
人
事
委
員
会
勧
告
が
労
働
基

本
権
制
約
の
代
償
措
置
に
な
っ
て

い
る
の
か
は
な
は
だ
疑
問
だ｣

｢

代

償
措
置
で
あ
る
な
ら
ば
、
ま
ず
公

務
員
労
働
者
の
声
を
代
弁
し
て
も

ら
い
た
い｣

と
述
べ
、
要
求
書
の

内
容
を
人
事
委
員
会
勧
告
に
反
映

さ
せ
る
こ
と
を
求
め
ま
し
た
。

こ
の
後
、
公
務
共
闘
は
、
い
く

つ
か
の
重
点
要
求
に
つ
い
て
人
事

委
員
会
の
考
え
方
を
質
し
ま
し

た
。
そ
の
中
で
、
人
事
評
価
制
度

の
賃
金
リ
ン
ク
に
つ
い
て
の
主
な

や
り
と
り
は
次
の
と
お
り
で
す
。

公
：(

厚
生
労
働
省
の
労
働
経
済

白
書
の
抜
粋
を
示
し
て
）
民
間

企
業
の
中
で
業
績
評
価
制
度
の

問
題
点
が
明
ら
か
に
な
っ
て
き

て
、
業
績
評
価
を
導
入
す
る
企

業
が
減
っ
て
き
て
い
る
こ
と
が

指
摘
さ
れ
て
い
る
。
そ
う
い
う

中
で
公
務
員
に
賃
金
リ
ン
ク
を

導
入
す
る
こ
と
へ
の
疑
問
が
大

き
い
。

人
：
確
か
に
失
敗
だ
っ
た
と
い
う

事
例
が
議
論
さ
れ
て
い
る
こ
と

は
知
っ
て
い
る
。
一
番
の
問
題

点
は
評
価
を
き
ち
ん
と
で
き
る

よ
う
な
訓
練
が
い
る
と
い
う
こ

と
と
、
資
料
に
あ
る
よ
う
に
労

働
者
に
も
納
得
が
い
く
制
度
に

し
て
い
く
こ
と
。

公
：
今
の
回
答
で
、
職
員
の
納
得

が
大
事
だ
と
考
え
て
お
ら
れ
る

こ
と
は
理
解
で
き
た
が
、
昨
年

の
人
事
委
員
会
報
告
で
賃
金
リ

ン
ク
に
ふ
れ
た
部
分
で
、
前
年

ま
で
あ
っ
た｢

職
員
の
納
得(

納

得
性)

｣

と
い
う
言
葉
が
な
く
な

っ
て
い
た
。
そ
れ
は｢

納
得｣

が

不
要
に
な
っ
た
と
判
断
し
た
と

い
う
こ
と
で
は
な
い
と
い
う
こ

と
か
。

人
：
そ
れ(

不
要
と
判
断
し
た
と

い
う
こ
と)

は
な
い
。
文
章
の

流
れ
か
ら
そ
う
な
っ
た
の
で
は

な
い
か
。(

職
員
が)

納
得
し
な

け
れ
ば
何
の
た
め
に
も
な
ら
な

い
制
度
だ
と
思
う
。

公
：
今
年
の
報
告
は
、
職
員
の
納

得
を
強
調
し
た
も
の
に
し
て
ほ

し
い
。
そ
の
上
で
、
そ
も
そ
も

職
員
が
納
得
で
き
る
賃
金
リ
ン

ク
制
度
と
い
う
も
の
は
不
可
能

で
は
な
い
か
と
い
う
意
見
は
、

我
々
だ
け
で
な
く
、
評
価
を
す

る
側
の
管
理
職
の
中
に
も
あ
る

と
い
う
こ
と
を
認
識
し
て
お
い

て
ほ
し
い
。

こ
の
他
の
重

点
項
目
と
し
て

は
、｢

す
べ
て
の

職
員
の
賃
金
改

善｣
｢

超
緊
縮
減｣

｢

臨
時･

非
常
勤

職
員
の
待
遇
改

善｣

に
つ
い
て
、
改
め
て
要
求
の

実
現
を
求
め
ま
し
た
。

(2) 第1596号 2015年9月15日(火) 長 崎 高 教 組 新 聞 昭和35年8月11日第三種郵便物認可 毎月1日、15日発行


